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判例研究
国会議員の職務権限一KSD事件
（最決平成20年3月27日刑集62巻3号250頁）
岡田順太
1、事実の概要
被告人Aは、参議院議員在職中の平成8年1月頃、いわゆる職人を育
成するための大学（以下「職人大学」という。）の設置を目指す財団法人
KSDの会長理事で、中小企業の社会的・経済的な発展向上を目的とする
政治団体（豊政連）の実質的主宰者であるCから、参議院本会議において
内閣総理大臣の演説に対して所属会派を代表して質疑するに当たり、国策
として職人大学の設置を支援するよう提案するなど職人大学設置のため有
利な取り計らいを求める質問をされたい旨の請託を受け（請託①・①）、
さらに、同年6月上旬頃、他の参議院議員を含む国会議員に対しその所属
する委員会等における国会審議の場において国務大臣等に職人大学設置の
ため有利な取り計らいを求める質疑等の職人大学設置を支援する活動を行
うよう勧誘説得されたい旨の請託を受けた（請託②）．
そして、被告人Aは、これら各請託を受けたことなどの報酬として供与
されるものであることを知りながら、また、Aの政策担当秘書である被告
人Bは、被告人Aが上記勧誘説得の請託（請託②）を受けたことなどの報
酬として供与されるものであることを知りながら、両名で共謀の上、C
らから、同月から平成10年7月まで前後合計26回にわたり、被告人Aが
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実質的に賃借して事務所として使用しているビルの部屋の賃料相当額合
計2，288万円の振込送金（犯行②）又は交付を受けた（犯行②’）。さらに、
被告人Aは、平成8年10月2日ころ、同様の趣旨でCから現金5，000万円
の交付を受けた（犯行①）．
本事件の概要は上記の通りであるが、本判決の理解には、前後関係を含
めた出来事の把握が不可欠であると思われるので、下記に表としてまとめ
ておく。
表事件関係の出来事（1）
辮購鐵期苗．。灘錘、「一欝馨灘，藩韻
平成2年
9月
Cが豊政連を設立して政治活動をしていたところ、Aの公設
秘書E（のちに参院議員。本事件と別に質疑に関してCから
請託を受け、受託収賄罪で逮捕・起訴され、有罪判決を受け
る。）を介してAと面識を持つに至る。
平成3年
4月 中小企業経営問題議員連盟（豊明議連）が設立され、Aが幹事長に就任。
平成4年
初頭
Aが、内閣総理大臣に対し、研修制度を根幹とした外国人労
働者の受入体制を確立しなければならない旨訴えるなど、C
の進める外国人技能実習生制度に有利な質問を行う。
12月 Aが労働大臣に就任。
平成7年
3月 Aが参議院自民党幹事長に就任。
6月13日 Cが参議院中小企業対策特別委員会に参考人として出席し、「職人大学」設置の必要性を訴える。
※ この頃、AとCが親しく付き合っていることは労働省内でも広く知られるところとなる。
12月
労働省は、職人の育成・訓練といった点から、設立母体とな
る財団（KGS）の設立を認可する方針だが、「職人大学」の
設置等には消極的である旨の状況報告をCが受ける。
（1）本件に関する追及を行った記事をまとめたものとして、週刊朝日特別取材班『悪党
と政治屋一緊急ドキュメントKSD疑獄を追い詰めた400日』（朝日新聞社、2001年）。
国会議員の職務権限一KSD事件（岡田）127
参議院本会議においてAの代表質問。「職人大学」構想につ
いて「興味を持って勉強させていただきたい」との答弁を引
き出す。以後、KGSの設立に関して、労働省は総理大臣の
答弁内容を調査して臨むなどするようになる。
国際技能工芸大学設立推進議員連盟（大学設立推進議連）設
立総会が開催され、Aが会長に就任。
Aは、請託①・②を受けたことなどの報酬として供与される
ものであることを知りながら、またBは、Aが請託②を受け、
その報酬として供与されるものであることを知りながら、共
謀の上、BがCの意を受けて折衝に当たっていた豊政連事務
総長Dとの間で、Aが実質的に賃借しているXビルの事務室
賃料相当額として、月額88万円の供与を受けることに合意。
10月2日頃萎
Aは、労働省の局長や国会議員を同行させてドイツにマイス
ター制度等の視察に出かける。役人分を除いては、KSDが
費用負担。
Dは、Cの了承を得て、Aを訪ね、衆議院議員総選挙に際し
てCが5，000万円支援させていただきたいと言っている旨述
べたところ、Aが受取る意向を示す。
20日施行の衆議院議員総選挙において、「国際技能工芸大学
（仮称）の設立」が自民党の公約として掲げられる。
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11月18日
「業界団体、自民支部に変身・献金集めのトンネル役」との
見出しで、豊政連を母体とする団体が平成7年に実施された
参議院議員選挙の際、自民党の候補者らに対して陣中見舞い
として現金を出していたなどとの記事が新聞に掲載される。
12月5日 Aが、事情があって先日いただいた5，000万円を一応返しておく旨を述べ、Cに返還した。
12月10日
大学設立推進議連所属の参議院議員Yが予算委員会において
労働大臣に質疑を行い、文部省とも相談して日本版職人大学
はどうあるべきかを検討しているところである旨述べて設置
に積極的な答弁を引き出し、また、文部大臣からも他の省庁
と連携を取って一層の職業教育に充実に努めたい旨の答弁を
引き出す。
12月25日籔灘．．灘灘．，．．灘難鐵灘平成10年
7月
参議院議員選挙において、CがAのために約20万人の後援会
員及び約9万人の推薦党員を確保し、Aは名簿2位に搭載さ
れて改選を果たす。
8月
民間からの職人大学設置のための寄附金集めが難航していた
ため、労働省に対し、Aが職人大学関係予算の増額するよう
要請（国の負担分25億円増額に）。
平成11年
7月 Aが参議院自民党議員会長に就任。
9月30日「ものつくり大学」の設立及び運営学校法人の設立認可申請。
平成12年
12月26日
文部大臣が「ものつくり大学」及び学校法人国際技能振興機
構の設立の認可（社会人、留学生及び帰国生徒の受入れに積
極的に対応するという理由で私立大学の新規設置抑制の例外
にあたるとされる）。平成13年4月開学。
平成13年
1月23日
経済財政政策担当大臣を務めていたZが、KSDから1，500万
円の献金（後に返還）を受けていた事実が発覚し、大臣を辞
任。
2月26日 Aが参議院議員を辞職。Bも政策担当秘書を失職。
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2、第1審（東京地判平成15年5月20日刑集62巻3号340頁）
第1審は、下記のような理由を述べて、被告人Aを懲役2年2月に、被
告人Bを懲役1年6月（執行猶予3年）にそれぞれ処する旨の有罪判決を
言い渡した。
（一）職務権限性
1）代表質問の職務権限性
「代表質問は、内閣総理大臣の施政方針演説等に対し、国会議員がその
所属政党を代表して質疑を行うものであり、国政全般にわたり議論を闘わ
せぞの基本方針を形成する上で重要な役割を果たすものとして、正に政党
政治の根幹をなすものといえる。とりわけ、被告人Aは、本件各犯行当
時、政権与党である自由民主党の参議院幹事長という要職にあり、同党を
代表して代表質問を行ったものである。そして、このような与党による代
表質問は、事前に執行部会の了承を得ているなど、与党内のコンセンサス
を背景とするものであるから、政府や関係省庁への影響力も大きく、具体
的な施策の実現にも結び付き得るものであって、現に、被告人Aの代表質
問は、職人大学設置に対する労働省の姿勢を大きく転換させるのに、多大
の影響を与えている。」
2）勧誘説得の職務権限性
「国会議員が、自ら推進しようとする施策の実現に向けて、議院内で
様々に活動する一環として、本会議や委員会において、自ら質疑や意見陳
述等を行うことはもとより、その地位や立場を利用して同僚議員にそのよ
うな質疑や意見陳述等を行うよう勧誘説得することは、その職務に密接に
関連する重要な行為ということができる。そして、被告人Aは、当時、自
由民主党の参議院幹事長であり、かつ、同党内の職人大学設置を推進する
有力な議員連盟の会長でもあったのであり、被告人A個人の活動はもとよ
り、同議員連盟に所属する国会議員の活動もまた、職人大学設置の推進に
130白鴎大学法科大学院紀要第4号（2010年10月）
大きな影響を及ぼしたのである。」
3）小括
「このように、本件各犯行は、国権の最高機関たる国会を担う参議院議
員が、その職務の中核に関して賄賂を収受したものというべきである。」
（二）本事件についての検討
1）国会議員の地位
「国会議員は、いうまでもなく、特定の団体や階層の利害の代弁人では
なく、正に全国民の代表として国家意思の形成に携わるべき地位にあるの
であり、高度の倫理性と廉潔性が求められている。」
2）賄賂の請託報酬的性格
「ところが、被告人Aが、代表質問で職人大学設置構想を推進すべきで
あるとの意見を述べ、あるいはその構想を推進しようと議員連盟を結成す
るなど、その構想の実現に向けて行った一連の政治活動は、被告人A自身
の意図はともかくとして、特定の支援者から受けた本件各請託、そして、
その特定の個人や団体の意向に合致するものであった。しかも、被告人A
は、本件各請託を受けたことに対する報酬として、罪となるべき事実第一
の犯行では合計2，288万円、同第二の犯行でも5，000万円もの多額の賄賂を
収受しているのである。」
3）犯行の影響
「それだけに、職人大学の設置が被告人A個人の政治信念に基づくもの
であったことを考慮しても、本件各犯行は、国会議員として求められる倫
理性や廉潔性に背き、その職務の公正さに対する国民の信頼を大きく損な
い、国会の威信をも失墜させかねないものとして厳しい非難を免れない。
また、被告人Aが与党内の要職を務めていたことや元労働大臣として労働
行政に少なからぬ影響力を有していたことにも照らすとき、本件各犯行
は、現行の政党政治の在り方、更には行政をも含めた国政全般に対する国
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民の不信感を一層深刻にするものであった。」
4）小括
「そうすると、本件各請託の内容自体は違法なものと認められないこと、
本件賄賂のために被告人Aの国会議員としての判断や政治活動が具体的に
左右されたとまでは認められないことを考慮しても、本件各犯行は、悪質
にして重大な収賄事犯というべきである。」
「さらに、被告人両名は、本件各犯行の前から、贈賄側と密接な関係を
築いて、相互に便宜を図り合い、多額の資金提供を繰り返し受けており、
このような不明朗な関係を背景として、さしたる心理的な抵抗を感じるこ
ともなく本件各犯行に及んだものと認められる。」
3、原審（東京高判平成17年12月19日刑集62巻3号507頁）
事実誤認の主張については、「所論が細部にわたって主張する点を含め
て検討しても，原判決に事実誤認はない。論旨は理由がない」とするほ
か、法令適用に関する被告人の主張に対し、次のように判示する。
（一）代表質問の職務権限性
被告人は、代表質問が法令上の根拠を有するものではなく、参議院議員
の職務権限には属しないのに、これをAの職務権限内の行為であると判示
したのは、刑法197条の解釈適用を誤ったものである、という。
これに対しては、「憲法51条は国会議員が議院において質疑、討論を行
うことを当然の前提としており、国会法は議員の質疑、討論、質問の範囲
に特に限定を加えていない（同法61条・74条）。然るところ、代表質問が
国会議員がその所属する会派を代表して内閣総理大臣等に質問するもので
あって、国会議員の行うべき職務やその職務権限に属することは明らかで
あるから、所論は理由がない」とする。
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（二）勧誘説得行為の職務権限性
被告人は、勧誘説得請託は参議院議員の職務と関連しないのに、これを
Aの職務に密接に関連する行為であると判示したのは、刑法197条の解釈
適用を誤ったものである、という。
これに対しては、「参議院議員が、本会議や委員会において自ら推進し
ようとする施策の実現に向けて質疑や意見陳述などを行うというその職務
権限に属する行為について、自ら行うのではなく、その地位や立場を利用
して同僚議員に行うよう勧誘説得することは、参議院議員の職務に密接に
関連する行為と解されるから、勧誘説得の対象とされたAの行為は、Aの
参議院議員としての職務に密接に関連する行為と認められるから、所論は
理由がない」とする。
（三）請託と政治活動の関連性
被告人は、①CからAに対して、代表質問に職人大学の件を盛り込んで
欲しい、あるいは、委員会質問を他の議員に勧誘説得して欲しいとの要望
があったとしても、Aは自己の政治信念から行動していたのであるから、
刑法197条にいう請託を受けたことに当たらず、これを請託と認定した原
判決は刑法197条の解釈を誤っている、②勧誘説得請託は、単に議員らに
発破を掛けて欲しいというだけで、具体的にどの議員にどの委員会で質問
するのかについて依頼をしていないから、内容の特定性を欠くものであっ
て、請託に該当しない、③請託を受けた時点では、全く対価の授受につい
ての予定も期待もない場合には、職務の執行は対価を意識せずに適正にな
されたことになるから、後日その特定の職務行為に対する謝礼として賄賂
を受け取ったとしても、請託との関連性は存在しないから、受託収賄とい
うことはできず、単純収賄が成立するにすぎない、④原判決は、Bについ
て、家賃提供に関するAとの受託収賄の共謀の事実を認定しているが、単
に請託の事実を承知していただけでは足りず、請託自体についてもAとの
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問での共謀が認められなければ、共謀による受託収賄は成立しないなど、
という。
これに対して、①については、Aが自己の政治信念に基づいて行動して
いたとしても、請託を受けたことには変わりがないし、②については、所
論の程度までに特定しない限り請託をしたことにはならないとはいえな
い．③及び④については、独自の見解であって採用できないなどと述べ
る。
原審は、以上のような判示をして、控訴を棄却した。
4、上告審
最高裁は、「事実関係によれば、被告人Aは、その職務に関し、
各請託を受けて各賄賂を収受したものにほかならないのであって、
同旨の原判断は相当である」などとして上告を棄却した。
Cから
これと
5、考察
本件についての法的論点は、各請託の内容が国会議員の職務権限となる
かどうかである。本件と同様、国会議員の質疑を請託の対象とした収賄事
件として、いわゆる大阪タクシー汚職事件（最決昭和63年4月11日刑集
42巻4号419頁）がある。同事件においては、衆議院議員が、同院大蔵委
員会で審議されていた法案について、関係業者に有利になるよう、委員会
で自ら意思を表明するほか、他の議員も同様の行動をとるように勧誘説得
するように請託を受けた場合、当該議員が同委員会の委員でなくとも「職
務」ないし「職務密接関連行為」であると認められ、収賄罪が成立すると
されていた。また、いわゆる撚糸工連汚職事件判決（東京高判平成8年
12月11日判時1594号3頁（差戻後の控訴審））では、衆議院商工委員会委
員でもある議員に対し、同委員会の一般質疑で具体的な事業を念頭に、関
係業者に有利な質問をし、または有利な答弁を政府から引き出すように質
134白鴎大学法科大学院紀要第4号（2010年10月）
問をしてもらいたい旨の請託を受けたことが収賄罪を構成するとされた。
本件がこれらと異なる点は、委員会審議にかかっている具体的法案又は
事業が存在せず、政府演説への代表質問等の機会を利用して、いわゆる
「職人大学」の設置を国策として進めるように促すという一般的な政策に
対する質疑ないし勧誘説得行為が収賄罪の請託の対象となるかということ
にある。また、金銭等の提供が請託の時点では明確に示されていない点も
異なっており、正当な政治活動との峻別が問題となった。
本件最高裁決定は、これらの点について積極的に捉えて、被告人の有罪
を認定しており、従来の判例に比して、国会議員の質疑及びその勧誘説得
行為については、相当程度広範に収賄罪の適用が及ぶとの判断を明確に示
した点で、注目される判例である。ただ、そうした「疎にして漏らさず」
の態度が、政治活動の萎縮を懸念する声を生み出す点は否めない（2）。
こうしたことを念頭に、以下、①代表質問の職務権限性、②同僚議員へ
の勧誘説得行為の職務権限性について、それぞれ検討してみたい。
（一）代表質問の職務権限性
1）賄賂罪の保護法益と「職務」
刑法の賄賂罪の保護法益は、公正な職務執行と国民の信頼の確保にあ
る。そうしたことから、ここでの「職務」概念が公法上の職務よりも広く
設定されることもあるが、これについて判例・学説における異論は存在し
ない。つまり、ある行為が賄賂罪の職務行為とされたからといって、必ず
しも公法上の職務権限となる訳ではない。公法上の職務は、公権力の行使
にかかわるため、形式性が重視され、内容的にも明確に確定される必要が
あるが、賄賂罪上の職務は、疑惑行為の禁圧までも目的とするため、実質
（2）166国会参行政監視委員会会議録3号（平成19年5月14日）4頁〔山内俊夫議員発
言〕は、本事件を念頭に置きながら「政治家の理念に基づく正当な議論や質問であっ
ても、それを曲解して、これが記録されて、それと別の案件をうまく引っ付けられて
意図的につくり上げられるということはあり得るんですね。ないとは私はいえないと
思います」と、危機意識を顕にする。
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性が重視され、本来の職務でなく「職務と密接な関係にある行為」（大判
大2年12月9日刑録19輯1393頁）や準職務行為（最決昭和31年7月12日
刑集10巻7号1058頁）もそこに含まれる。裁判所の賄賂罪の判決が、行
政法上の権限拡大を容認したと解釈されないために、本来の「職務」と区
別し、「職務密接関連行為」として論じることには意義がある（3）。
ロッキード事件丸紅ルート判決（最大判平成7年2月22日刑集49巻2
号1頁）の多数意見では、運輸大臣の勧奨行為やそれについての内閣総理
大臣の働きかけが、職務権限に属する行為であるとしているが、草場長官
ほかの共同意見は、これを職務密接関連行為と位置づけている。それによ
れば運輸大臣の勧奨行為は、騒音等の問題から特定機種の選定に限定す
べき事情があるなどの特殊例外的な場合に限って行政指導権限があると認
められるとし、また、内閣総理大臣の働きかけについても、閣議にかけて
決定した方針がなければ、運輸大臣に対する指揮権限は認められないとし
て本来の職務権限と収賄罪の対象となる行為を区別しようとしている（4）。
2）代表質問の法的性質
代表質問とは、「質疑」の一形態であって、議員が所属する会派を代表
して、国務大臣の演説、議案等に対する疑義を質す行為である（5）。代表質
問という形態についての法的根拠規定は存在しないが、それが質疑の一種
であることは疑いようがない。質疑であれば、採決や討論と並び、議員の
基本的職権であるといえる。ただし、通常の質疑と異なり、内容を必ずし
も議員個人だけで決められるものではなく、会派内での意見調整や承認手
続きを経なければならない点で、請託の対象となる「職務」といえるかが
問題となる。請託を受けたとしても、議員の思い通りの内容とならず、ま
た、本事件の弁護人の主張には、これを「政党の代表者に許されている演
（3）拙稿「内閣総理大臣の職務権限一ロッキード事件（丸紅ルート）」川崎政司・小山剛
編『判例から学ぶ憲法・行政法』（法学書院、第2版、2009年）144－145頁。
（4）同上142－143頁。
（5）浅野一郎・河野久編著『新・国会事典』（有斐閣、2003年）160－161頁。
136白鴫大学法科大学院紀要第4号（2010年10月）
説」であるとして、議員の職務権限には属しないとするものがある。
しかしながら、代表質問の作成過程に当該議員も関与するものである
し、その議員個人の身分をもって本会議で登壇して質疑を行うものであっ
て、本質的に通常の質疑と異ならない。むしろ、会派を代表して行うこと
から政治的影響力が強く（特に、本事件の場合は与党会派であるので尚
更）、また、慣例的にNHKにおいて中継され、新聞各紙も質疑内容の要
旨を掲載するなど社会的影響力も大きいものがあり、通常の質疑以上に扱
いに留意すべき政治倫理的責任が重く課されるといえよう。これらの点は、
1審及び原審の示すとおりである。
3）議員免責特権との関係
ここで、一連の裁判所の判断においては論点となっていないが、議員免
責特権（憲法51条）との関係で考慮すべき問題について、アメリカの判
例を参考にして若干取り上げておきたい。
アメリカ合衆国憲法においては、「議員は、議院における発言もしくは
討議について、院外において責任を問われない。」（1条6節1項）とされ
ているが、これに関して、「わが国と異なり、議員の議会での発言及び表
決の対価としての収賄には免責特権が及び、刑法上の犯罪を構成しないと
され、この場合にはもし制裁が必要である場合にはそもそも議院の懲罰に
よるほかない」（6）との紹介がなされている（7）。ただ、この点については、若
干不正確な捉え方がなされているようである。
1960年代に出された最高裁判決は、議員免責特権をかなり広くとらえ、
議院の立法権の保障をはかろうとしていた。砺伽4S観θ鍬10h％so％（8）では、
下院議員らが共謀して、貯蓄貸付組合に対する起訴に関する司法省の判断
（6）山口和人「主要国の政治倫理法（解説）」外国の立法180号（1992年）2頁。これを
紹介するものとして、梅田久枝「アメリカ連邦議会における政治倫理問題の論点一議
員の政治倫理監督のための独立機関」外国の立法233号（2007年）155－156頁。
（7）佐藤幸治「議員の免責特権について一札幌高裁平成6年3月15日判決」ジュリスト
1052号（1994年）83頁も参照。
（8）383U．S．169（1966）．
国会議員の職務権限一KSD事件（岡田）137
に影響を及ぼそうと、下院においてこの組合に有利な発言をするなどし、
選挙資金の名目で金銭等を授受したことが刑法上の罪にあたるかが問題と
なった。この事件で、最高裁は、被告人を無罪とした控訴審の判断を支持
した。そのなかで、最高裁は、同条項が1689年のイギリス権利章典に由
来することを示しつつ、「アメリカ統治構造において、同条項は建国者た
ちによって意図して創られた権力分立を強化するという付加的機能を果た
す」（9）という意義を述べる。そして、「本件の責任の本質は、議員の行為が
不適切な動機に基づくことであるが、それこそ、まさに言論・討論条項に
より執行部及び司法部による審査が一般的に排除される部分であることが
明らかになるであろう」とする（lo）。ここでは、司法部や行政部の侵害から
立法者を保護するものとして免責特権を重視しており、単に言論そのもの
だけでなく、その「動機」をも保護している点が重要なのである（11）。
しかしながら、その後の砒舵4S観8s飢B泥ωs孟87（12）で最高裁は、
Johnson判決を維持しつつも、演説などの立法活動とそれを約束して賄賂
を収受する行為とを区分し、「約束」自体は立法活動ではないので免責特
権で保護されないとの二分論を提示し、立法活動に関係する賄賂の収受を
認める判決を出している（13）。なお、こうした二分論に対しては批判も多い
ところであることのみ付言しておきたい（14）。
このように、免責特権の絶対性がしばしば強調されるアメリカにおいて
も（15）、その適用範囲が制限され、収賄罪に関して事実上わが国の実情とさ
ほど違いはないように思われる。むしろ、収賄罪に関して免責特権の視点
からの議論が少ないわが国において、アメリカの判例を参考にした考察が
（9）1紘at178．
（10）1紘at180．
（11）JohnE．Nowak＆RonaldD．Rotunda，Co％s醗翻oκα」加ω（7thed．）295，Thomson
West（2004）．
（12）408U．S．501（1972）．
（13）SeealsoU％吻4S如孟8s飢H召観osゐづ，442U．S．447（i979）．
（14）宮原均「アメリカにおける議員の免責特権」法学新報102巻10号（1996年）103－105
頁。
（15）安藤高行「再び国会議員の免責特権について一佐藤幸治教授の諸説によせて」法政
研究64巻1号（1997年）64頁。
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求められるところである。その際、免責特権を、単に議員の法的責任免除
の規定ととらえるだけでなく、議院自律権との関係で理解する視点が欠か
せない（16）。
4）利益供与の賄賂性と「動機」の司法審査
そうした点から本事件について考えると、代表質問を行うことについて
具体的な「約束」が確認できない点が問題となる。本件で賄賂となる金員
の供与（犯行①）は、代表質問の約10ヶ月後に行われており、また、代
表質問についての請託①・①’の際に利益供与の「約束」がなされていた
事実は認定されていない。
そのため、第1審判決で、「被告人Aからすると、代表質問請託は、そ
れまで多額の資金援助等を受けているCからの請託であり、この請託に応
じた場合には、Cからその見返りとしての資金提供も期待できるものであ
る」と認定しているのは、AとCとの関係が長年にわたる特殊な事情のな
かで構築されたものであることを強調し、暗黙の了解があったことを示そ
うとしている。その妥当性について刑法的な疑問も若干存在するところで
はあるが（17）、国会議員の免責特権やその地位の特殊性という観点からも疑
問なしとは言えない。すなわち、先のJohnson事件においても、事前の
約束が立証されておらず、後日、「選挙資金」などとして渡されている点
で、本事件と共通するからである（18）。もちろん本事件で供与された5，000
万円は、処理の過程が極めて不透明であり、賄賂のような「後ろめたい」
金員であることは確かである。しかし、それをもって受託収賄罪の構成要
件に該当するとして処罰するかどうかは別問題である。ことに、国会議員
は、裁判官や検察官その他の公務員と異なり、自ら政治活動及び選挙運動
（i6）新井誠『議員特権と議会制一フランス議員免責特権の展開』（成文堂、2008年）
49－53頁。寿田竜輔「議員の免責特権一アメリカにおける憲法判例の一考察」成城法
学32号（1989年）143頁。
（17）林幹人「国会議員の職務権限一過去の職務行為に対する賄賂」判時2055号（2009
年）5－7頁。
（18）新井誠「アメリカにおける議員免責特権一合衆国憲法の発言・討議条項をめぐる歴
史と解釈」千葉大学法学論集23巻1号（2008年）131－132頁。
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を行うための資金を確保しなければならないという特殊性が存在する。つ
まり、本事件のような適用範囲の拡大は、政治献金または選挙資金の寄附
を一切受けない議員を除き、「後づけ」で受託収賄罪に問われる危険性へ
のおそれから萎縮効果を生むことにつながる。これは、構成要件の曖昧さ
や、政治活動の自由に対する侵害という観点から危惧すべき点を含んだ問
題である。
それと同時に、本事件は、「後で利益が得られるであろうから」代表質
問で有利な質疑を行ったとする「動機」を安易に司法審査の対象に置く構
造となってしまっており、免責特権に対する侵害ともなりうるものであっ
た点を指摘しておきたい。
（二）勧誘説得行為の職務権限性
本事件においては、犯行②・②が、議員自身ではなく議員秘書Bに
よって行われているのであるが、他の議員への勧誘説得行為についての請
託（請託②）の内容が議員の「職務」に該当しなければ、Bを罪に問うこ
とができないので、その職務性が問題となる。
本事件被告人の上告趣意書においては、具体的に国会で審議等の対象と
なっている訳ではない事項に関し、他の国会議員に勧誘説得を行うこと
は、単なる議員間における意見交換にすぎず、職務密接関連行為とはいえ
ないとの主張が展開されている（19）。これについては、一般論として、「議
場外における勧誘説得行為は、議場における自らの職務権限の行使を補完
する準備行為とみることができる」（20）ので、職務密接関連行為として扱う
余地は相当程度に存在するといえよう。
とはいえ、本件最高裁決定は職務の「密接関連」性をかなり広範にとら
えており、その限界を画する基準が全く見えてこない。請託は将来の特定
（19）前田巌「判解」ジュリスト1366号（2008年）154－155頁。
（20）大石和彦「国会議員の職務行為一KSD事件」平成20年度重要判例解説（ジュリ臨
増1376号）（2009年）8頁。
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職務行為に対して包括的になされる場合でも足りるとされているが（21）、こ
れでは、およそ国会議員が活動する実態すべてが「密接関連」性を有する
ものとして捉えられることになり、請託の内容を限定する意味に乏しく
なってくる。本件決定の立場を拡張解釈してとらえれば、ロッキード事件
（丸紅ルート）で、内閣総理大臣の職務権限としての指示を引き合いに出
すまでもなく、衆議院議員としての「口利き」を職務密接関連行為として
賄賂罪に問うことができたのではなかろうかとの疑問が生じる（22）。
また、勧誘説得の対象にも不明確な点がある。原審は「同僚議員」への
勧誘説得として、主に参議院議員が参議院議員に対して行うことを想定し
ているが、参議院議員が参議院の一員であると同時に国会の一員でもある
という点を考慮すれば、衆議院議員もその対象として含まれるのか問題と
なろう。この点、憲法が両院制（42条）を採用し、また、両議院議員の
兼職を禁止していること（48条）や各院の自律権を保障していることか
らすれば、当該議員の権限の及ばない他院の議員への勧誘説得は、職務の
範囲を超えるようにも思える。
しかしながら、一般的には、法律の成立に両議院の可決が必要であるこ
と（58条）などを考慮すれば、一院内で完結する事項を除き、議員の出
席・質疑・討論・採決権は「国会議員」としての活動の一環であって、そ
の意味において他院の議員への勧誘説得も職務密接関連行為とみることが
可能となろう。
ちなみに、かつて衆議院に置かれた不当財産取引調査特別委員会での審
議について寛大な取扱いを依頼されて金員を収受した委員外の衆議院議員
が、金員収受は職務とは関係ないとされ無罪の判決を受けた事例（東京高
判昭和25年4月27日刑集5巻2号341頁（23））がある。この委員会は、通常
（21）大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法第10巻』（青林書院、第2版、2006年）
197頁〔河上和雄・小川新二執筆〕。
（22）ちなみに同事件で最高裁は、「政治家ないし政治的有力者の私的行為」であるとす
る被告人側の主張を退けた原審の判断を支持している。
（23）最大判昭和26年1月10日刑集5巻2号149頁で当該議員の無罪確定。
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の委員会とは異なり、衆議院の国政調査権が包括的に委譲され、本会議の
決議をもってしてもその調査に介入できないとされたために、右委員会の
委員以外の議員は委員会の権限事項を依頼されたとしてもその権限を有し
ないものとされる（24）。これを参考にすると、例えば、裁判官弾劾裁判所の
裁判員や裁判官訴追委員会の訴追委員でない国会議員が、各機関の権限事
項について裁判員や訴追委員たる国会議員を勧誘説得するよう依頼された
としても収賄罪上の職務には該当しないこととなるのであろう。このよう
に考えれば、本件決定の射程範囲もある程度枠付けられるように思われ
る。
ただ、それでも判断の難しい事例が残らざるを得ない。例えば、議長固
有の権限への勧誘説得は一般議員の職務権限とは一線を画するので請託の
対象とならないと仮定して、採決で可否同数となったとき議長に賛成をす
るよう勧誘説得する旨の請託された場合、これを議長固有の決裁権限（憲
法56条）としてみるのか、一議員としての表決権行使とみるのかで判断
が分かれてこよう（25）。
このように見てくると、国会議員の職務に関して、その密接関連行為性
について検討することは、従来、あまり意識されてこなかった国会議員の
憲法上の意義付けを明確にする作業を促すことにつながり、憲法学的には
意義の大きいものとなると思われるのである。
6、おわりに
（一）職務としての「倫理性・廉潔性」？
第1審判決は、「国会議員は、いうまでもなく、特定の団体や階層の利
害の代弁人ではなく、正に全国民の代表として国家意思の形成に携わるべ
き地位にあるのであり、高度の倫理性と廉潔性が求められている」と述べ
（24）神山敏雄「国会議員をめぐる収賄罪」法学セミナー419号（1989年）57頁。
（25）帝国議会以来の議会慣習で、議長は可否同数の場合のほかは、表決に加わらない先
例となっている。これについては、様々な議論がある。前田英昭『国会全書1一衆参
両院議長・内閣総理大臣』（慈学社、2007年）114－121頁。
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るが、これを単なる道徳論ではなく、国会議員の憲法上の意義付けと密
接に関連する問題ととらえるべきではなかろうか。すなわち、「国権の最
高機関」（41条）を構成する「全国民の代表」（43条）を、選挙区の民意
に影響される社会学的代表としてとらえるとしても、規範的要請としての
「倫理性と廉潔性」が職務に内在しているとする理論的可能性である。そ
こにおいては、公務員の憲法尊重擁護義務（99条）ともあいまって、デ
モスとともにエトスにも拘束される議員像を描き出せる。
そうしたなかで考慮すべきは、「質疑」の憲法的意義である。国会活動
の根幹は審議であり、それが質疑を中心として行われることはいうまでも
ない。それでは国会審議の目的は何かと問えば、例えば「①より良い法律
を作るため審議する。②賛否の態度を決めるため審議する。③審議を通じ
て政党の立場・政策を有権者に訴える。④問題点を究明する．⑤審議を通
じて国民・有権者の理解を深めてもらうなど」（26）というように、数多くの
ものが挙げられる。だが、憲法上の規範的要請という観点から国会審議の
意義を考えれば、「立法事実の発見」こそがその主要な目的として定めら
れ、それ故に、質疑には「倫理性と廉潔性」が求められると理論構成する
べきではないだろうか。国会が立法権を行使して法律を制定する上で、当
該法律の正当性の基盤となるのが立法事実である。これを議員が私利私欲
に基づいて質疑を行えば、その分、議院は曇った目で事実認定を行わざる
を得なくなる。だからこそ、それを「職務」として位置づけるべきなので
ある。
以上は、試論の域を出ないが、議員の職務としての「倫理性と廉潔性」
を道義的問題としてではなく、法的義務として構成することは必ずしも不
可能ではないように思われる。いずれにしても、本事件に関しては、単に
刑法的な観点からそれが議員の職務権限に該当するかという形式論にとど
（26）中島勝「国会に望むものは何か」浅野一郎編『国会入門一あるべき議会政治を求め
て』（信山社、2003年）258－259頁。
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まることなく、それが何故許されないのかという憲法論的な観点からの実
質的議論がなされなければならない。それは、次に見る司法への過剰負担
が、現実問題として惹起されているからである。
（二）政治の怠慢と司法の危機
国会議員の職務における規範的要請をいかに実現するかとなると困難を
伴うと言わざるを得ない。日々の議員の活動が「倫理性と廉潔性」に基づ
いて行われ、「国民の信頼」を形成すべきであるというのは、あまりに現
実離れした絵空事のようにもみえるだろう。だからといって、刑法の謙抑
性を犠牲にしてまで司法府が、「倫理性と廉潔性」への職務怠慢の尻拭い
をすることには自ずと限界が生じる（27）。本事件において裁判所の示すよう
な「国民の信頼」なる漠然不明確な概念を法益として、これを刑法で実現
しようとするのは「安心・安全の確保」並みの困難を伴う。収賄罪の保護
法益である「国民の信頼」の確保は、本来的に議員自身の「職務」であろ
う。
もちろん、政治活動や選挙運動に費用がかかるのは当然であって、これ
を自ら調達しなければならない国会議員の実情も理解しなければなるま
い。そうした現実的必要性を満たしつつ、憲法的要請としての「倫理性と
廉潔性」を実現する立法政策について検討し、具体的な制度作りを進めて
いかなければ、国会も司法機関も互いに国民の不信にさらされて、民主政
への重大な危機を招来しかねないのが現状ではなかろうか（28）。
（27）この点は、近時、検察審査会法の改正により、起訴議決による公訴提起が可能と
なったことから、大物政治家の汚職疑惑をめぐる検察審査会の審査の動向がにわかに
注目され、準司法的機関が政争に巻き込まれる状況が生じていることにも共通するも
のがある。
（28）本件の被告人Aは、上告中の取材に「司法制度というのは国家の根幹をなしてい
る。そして私は参議院という立法府にいて法をつくってきた人間です。自分なりに国
家のため、国益のために尽くしてきたと思っていました。その自分がこうして司法の
裁きを受ける立場になって、国家の根幹が腐っていることに初めて気づかされたわけ
です。」と検察・裁判所に対する憤りをあらわにする。魚住昭『証言村上正邦一我、
国家に裏切られようとも』（講談社、2007年）22頁。「国策捜査」なる造語が浸透す
る今日、政治の「尻拭い」を司法が行うリスクはますます高まっていると言わざるを
得ない。
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ただ、その前に、国権の最高機関の一員かくあるべしと、憲法が想定す
る「あるべき議員像」を提示していくことも、まずはささやかな努力とし
て必要なことであるように思う。それが、選挙での当選が自己目的化して
しまっている、わが国の国会議員の質を少しでも高める方策となろう。
（本学法学部准教授）
【追記】本稿は、平成22年2月20日に行われた東北大学公法判例研究会
における報告原稿に加筆・修正を加えたものである。
